安心生活支援事業実施要領

第１　宅幼老所等整備事業

１　目　的

本事業は、本県独自に推進する宅幼老所の整備、既存施設の耐震改修及び防火機能強化のための消防設備の設置を促進することにより、地域の福祉拠点となる宅幼老所の確保及び安全性の向上を図ることを目的とする。

２　宅幼老所の定義

　高齢者や障がい者等が家族や近隣住民と共に、住み慣れた地域において安心して暮らせるよう、安全で家庭的な雰囲気のある設備構造を有し、地域の実情に即した運営形態で、利用者個々のニーズに応じて緊急時一時宿泊や高齢者・障がい者への支援、乳幼児保育等を含むきめ細かなサービスを提供するための、本県が独自に推進する地域ケアの拠点の総称である。

３　実施主体

　　実施主体は、中核市を除く市町村とする。

４　事業内容

（１）開設（移転を含む。）時の施設整備

ア 対象施設

対象施設は、２及び次の要件をすべて満たし、既存の建物を改修して整備する施設とする。ただし、国庫補助等他の助成制度が適用可能なものを除く。

（ア）運営主体

市町村、社会福祉法人、特定非営利活動法人（以下「ＮＰＯ法人」という。）、その他地域の実情に応じて適切な事業運営が確保できると市町村長が認める団体とする。

（イ）主たる実施事業

　介護保険事業（通所介護、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号。）第５条の規定による改正前の法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護（以下「旧介護予防通所介護」という。）、地域密着型通所介護又は介護予防・日常生活支援総合事業における旧介護予防通所介護に相当する通所型サービス。以下「通所介護等」という。）、障害児通所支援事業（児童発達支援又は放課後等デイサービス）又はその他地域の実情に応じて市町村長が必要と認める事業とする。

（ウ）利用定員

　（イ）の実施事業に係る利用定員の総数は、概ね15人以下とすること。

（エ）職員配置

通所介護等の介護従事者の配置は、概ね利用者３人に対し１人程度とすること。

（オ）サービス提供頻度

　通所介護等の場合は、週に４日以上サービスを提供すること。

（カ）設置形態

住宅地に立地し、介護老人福祉施設、介護老人保健施設又は病院等の併設ではないこと。

イ 対象経費

施設整備に要する経費に限る（設備整備に要する経費を除く。）。

ウ 対象事業の選定基準

（ア）市町村地域福祉計画及び市町村老人福祉計画等の関係計画との整合性が図られていること。

（イ）アの要件をすべて満たすと市町村長が認める施設（新築によるもの、国庫補助等他の助成制度により設置されたもの又は自主的に設置されたものを含む。）が、市町村が設定する住民に身近な生活圏域内に未設置であること。

（ウ）地域住民の理解と連携が図られていることとし、具体的には地元市町村、自治会、地域ボランティア等との交流・協力体制や災害時を想定した地域との連携体制が図られていること。

（エ）地域の医療機関との協力体制が確保されていること。

（オ）介護従事者等の資質向上のため、県の指定する研修会を受講すること。

（カ）「長野県における福祉サービス第三者評価事業について」平成17年12月15日付け17厚第562号長野県社会部長等連名通知に基づく福祉サービス第三者評価を、少なくとも３年に１回以上受審すること。

（キ）安定した事業運営が見込まれること。ＮＰＯ法人等の場合は、国庫補助事業の助成対象要件に準じた運営組織、経理、事業の公益性・継続性が認められること（「ＮＰＯ法人等に対する認知症高齢者グループホームの施設整備に係る助成について」平成13年８月29日付け老発第318号厚生労働省老健局長通知）。

（ク）借家の場合は、10年以上の長期にわたる賃貸借等が可能であり、改修に係る建物所有者の同意契約を締結すること。

（ケ）関係法令等の規定を遵守していること。

ａ 介護保険法、障害者総合支援法及び児童福祉法等に基づき、事業開始前に事業者指定等を受ける必要があるので､関係官署と十分調整を行うこと。

ｂ 施設の用途に応じて、建築基準法又は消防法等の適用を受ける場合があるので、関係官署と十分調整を行うこと。

ｃ 緊急宿泊支援事業を実施する場合は、本実施要領第２の規定によること。

ｄ 心身障がい児(者)タイムケア事業を実施する場合は、障がい者支援事業実施要領第３の規定によること。

ｅ 社会福祉法第39条に規定する認可外保育を実施する場合は、認可外保育施設指導監督要綱（平成16年７月28日付け16教こ第126号）によること。

（２）耐震改修のための施設整備

ア 対象施設

対象施設は、（１）のアに該当すると市町村長が認める施設のうち、既に運営を行っているものとする。

イ 対象経費

耐震改修工事に要する経費に限る。

ウ 対象事業の選定基準

（ア）昭和56年以前に建築された建物であること。

（イ）在来工法の木造建築物であること。

（ウ）長野県建設部が実施する「住宅・建築物耐震改修促進事業」に規定する長野県木造住宅耐震診断士登録名簿に登録された建築士その他の木造住宅耐震診断能力を有する建築士による（財）日本建築防災協会編「木造住宅の耐震精密診断とその補強方法」のうち、一般診断法を用いた診断（以下「耐震診断」という。）の結果、補強工事が必要であるとの報告を受け、当該建築士による耐震補強の方法として提案された工事を実施するものであること。

（エ）概ね３年以内に実施された耐震診断の結果に基づいていること。

（３）防火機能強化のための設備整備

ア 対象施設

　次のいずれかの施設であって、延面積が500㎡未満のものに限る。

（ア）緊急宿泊支援事業を実施する通所施設（自主事業を実施する施設を含む。）

（イ）介護保険法に基づく地域密着型サービス事業所(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設及び地域密着型介護老人福祉施設）、短期入所生活介護事業所及び介護老人保健施設並びに老人福祉法に基づく有料老人ホーム(介護居室の定員が施設全体の定員の半数以上の場合に限る。）

（ウ）介護保険法に基づく小規模多機能型居宅介護事業所、（イ）以外の有料老人ホーム並びに障害者総合支援法に基づく共同生活援助事業所（障害支援区分４以上の者が８割以下のものに限る。）及び短期入所事業所

イ 対象経費

　消防機関に通報する火災報知設備（平成８年２月16日消防庁告示第１号）の設置に要する経費に限る。
 ウ 対象事業の選定基準

（ア）対象経費が、国庫補助等の助成対象とならないこと。

（イ）あらかじめ所轄の消防本部又は消防署の確認を受け、消防法施行令別表第１の(６)項のロ又はハのいずれかに該当していること。

（ウ）自主事業として緊急宿泊支援事業を実施する施設については、（１）のアの（ア）から（カ）までの要件をすべて満たすと市町村長が認める施設（新築によるもの、国庫補助等他の助成制度により設置されたもの又は自主的に設置されたものを含む。）であって、第２の３の（２）のイ、エ及びオの要件をすべて満たすと市町村長が認めた場合に限り対象とすること。

第２　緊急宿泊支援事業

１　目　的

介護者又は保護者（以下「介護者等」という。）の急病等の緊急時において、要介護高齢者及び障がい者及び児童（以下「高齢者等」という。）を、家庭で介護又は養育（以下「介護等」という。）することができない場合に、当該高齢者等を通所施設に緊急に宿泊させ、介護者等の負担を軽減することを目的とする。

２　実施主体

　　実施主体は、中核市を除く市町村とする。

３　事業内容

（１）利用対象者

緊急の事由（介護者等の急病又は冠婚葬祭等）により、介護者等が一時的に高齢者等の介護等ができないことが見込まれる世帯に属する高齢者等とする。

（２）対象施設

次の要件をすべて満たすと市町村長が認めた施設に限る。

ア  原則として第１の４の（１）のアの（ア）及び（イ）の要件をいずれも満たす通所施設であり、（４）の利用者が日々利用している施設であること。

イ　１階の専用居室において、この事業を実施するものであること。

ウ 施設の延床面積が500㎡未満の場合であっても、消防機関に通報する火災報知設備（平成８年２月16日消防庁告示第１号）が設置されているものであること。

エ 職員配置基準については、次のとおりとする。

　 （ア）夜間の職員配置は、利用者４人に対して職員１人以上とすること。ただし、職員体制は、夜勤又は宿直のいずれかを問わない。

　 （イ）１階に職員が常駐していること。

オ 防火管理者の選任等については、次のとおりとする。

（ア）施設の収容人員（施設職員と利用定員の合計）及び施設の延床面積にかかわらず、消防法に規定する甲種防火管理者を選任すること。

（イ）所轄消防署等の立会いのもとで、避難訓練を年２回以上実施すること。そのうち、１回は近隣住民と合同で実施することが望ましいこと。

（ウ）（ア）の防火管理者が定める消防計画に、夜間の避難体制を明記し、職員及び利用者に周知を図ること。なお、災害時住民支え合いマップの取組みなど災害時の地域活動との連携協力についても明記することが望ましいこと。

（３）対象経費

宿泊に要する費用（ただし、食事代、入浴費用、送迎費用は除く。）

（４）利用手続き及び利用回数の上限

ア 利用対象者は､あらかじめ市町村に登録を行うこと。

イ 利用契約は､利用対象者又は介護者等と施設が書面により締結するものであること。

ウ 事業を利用する際は､原則としてあらかじめ市町村に申し出て承諾を得ること。

エ 利用回数は、１人当たり概ね月３回とし、年36回を上限とすること。

４　経過措置

（１）３の（２）の要件を満たさない施設が本事業を実施しようとする場合、３の（２）のイからオまでのすべてを確実に実施する見込みがあると市町村長が認めた場合に限り、対象とすることができる。

（２）３の（２）のウの火災報知設備を本実施要綱施行後３年以内に設置しない場合で、やむを得ない理由があると市町村長が認めた場合を除き、この対象としない。

第３　地域共生型生活ホーム運営事業

１　目　的

　障害者総合支援法にいう共同生活援助又は共同生活援助を行うサービス事業所（以下「法適用施設」という。）以外の施設であって、３の各項をすべて満たす地域共生型生活ホーム（以下「生活ホーム」という。）の運営を支援することを目的とする。

２　実施主体

（１）実施主体は、中核市を除く市町村とする。ただし、市町村長は、障がい者福祉に関係のある法人及び団体に運営委託することができるものとする。

（２）市町村が補助する法人及び団体については、知事が適当と認めたものとする。

３　事業内容

（１）設備の基準等

次の基準によるほか、利用者の保健衛生及び安全の確保に十分注意をしなければならない。

ア 居室は、原則個室とすること。

イ 世話人室は、同一建物内に設置すること。ただし、世話人の住居が同一敷地内にあり、生活ホームの運営に支障がない場合は、この限りでないこと。

ウ 台所、便所、浴室、洗面所は、専用のものであること。

（２）利用定員

概ね５人以上とする。

（３）世話人等の設置

利用者への支援を行う世話人又は生活援助員を１人以上確保するものとし、次に掲げる支援を行うものとする。

ア 食事の提供

イ 利用者からの相談及び便宜供与

ウ 余暇利用の相談・援助

エ 必要な範囲での金銭管理

オ 疾病等により、利用者が生活に困難を生じた場合及び事故等が生じた場合の医療機関や家族等への連絡等

（４）利用対象者

利用対象者は、日常生活を営むに当たって、世話人による支援を必要としている者で、次の各号のいずれかに該当している者とする。

ア 障がいのある者（身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者）

イ 市町村長が認めた者（高齢者、高次脳機能障がい者等）

（５）利用手続き

ア 利用を希望する者は、生活ホーム設置者（以下「設置者」という。）に申し込むものとする。

イ 設置者は、利用の適否を決定し、利用を適当と認めたときは利用決定通知書により申請者に通知するものとする。

ウ 利用を決定された申請者は、設置者と利用に関する契約を締結するものとする。

（６）利用者の負担

利用者は、食費、家賃、光熱水費、日用品費その他の日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、利用者が負担することが適当と認められるものについて負担する。

（７）支援体制の確保

利用者の身体及び精神の状況に応じた必要な支援が行うことができるよう、市町村及び障がい者総合支援センターとの連携等、適切な支援体制を確保しなければならない。

（８）重度加算の対象者

重度加算の対象者は、次のいずれかに該当している者とする。

ア 療育手帳Ａ１又はＡ２の知的障がい者、身体障害者手帳１級又は２級の身体障がい者並びに精神障害者保健福祉手帳１級の精神障がい者で、特に手厚い支援が必要であると知事が認めた者

イ 高齢者については、前号と同等の支援が必要と知事が認めた者

４　留意事項

（１）対象施設は、法適用施設への移行を積極的に進めるものとする。

（２）市町村は、対象施設に対して法適用施設への移行を積極的に支援するものとする。

第４　高齢者にやさしい住宅改良促進事業

１  目　的

  高齢者の居住環境を改善し、日常生活をできる限り自力で行えるよう支援することにより、高齢者福祉の向上並びに家庭介護者の負担軽減を図ることを目的とする。

２  実施主体

  　実施主体は、中核市を除く市町村とする。

３　事業内容

（１）対象世帯

ア 対象世帯は、次のいずれの要件も満たすものとする。

   （ア）65歳以上の高齢者であって、介護保険法第19条の規定により要介護若しくは要支援の認定を受けた者若しくは身体障がい者（身体障害者手帳１～３級所持者）又は市町村長において支援が必要と認める者（以下「対象者」という。）のいる世帯

　 （イ）前年の所得税額の合算額が８万円以下の世帯

イ 市町村長は、対象世帯の選定に当たって、当該対象者の身体的状況、居住環境、家族との関係及びその他の事情を総合的に考慮して決定するものとする。

 （２）対象経費等

ア 対象経費は、当該対象者の居室等の改良に要する経費とする。

イ 対象経費の限度額は、地域福祉総合助成金交付要綱（別表）に定める限度額とアに規定する対象経費と比較していずれか少ない額とする。

ウ アの経費のうち対象者の自己負担額は、イに規定する限度額の10分の１とし、1,000円未満の端数は切り上げるものとする。

４　留意事項

（１）当該対象者の居室等を改良する工事に次の各号に掲げる工事が含まれる場合は、これらの工事と明確に分けるものとする。

ア 介護保険法第45条第１項若しくは第57条第１項の規定により厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修（平成11年３月31日付け厚生省告示第95号）に規定する住宅改修

イ 障害者総合支援法第77条第１項第６号の規定により厚生労働大臣が定める日常生活上の便宜を図るための用具（平成18年９月29日付け厚生労働省告示第529号）に規定する居宅生活補助用具の設置に伴う住宅改修

（２）改良する居室等は、当該対象者が常時使用する居室、浴室、便所その他知事が必要と認めるものとする。

（３）当該対象者又はその扶養義務者以外の者の所有する住宅等に居住する場合であっても、当該住宅等の所有者の承諾がある場合に限り、この事業の対象として差し支えないものとする。

（４）改良規模は、住宅の一部を改良することにより当該対象者の利便が図られる程度のものとし、住宅の一般改築又は改造等に合わせて行われるような場合には、他の融資制度等を活用するよう配慮するものとする。

（５）対象世帯の前年の所得税額の合計額は、平成22年度税制改正における年少扶養親族に対する扶養控除及び特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分の廃止がなかったものとみなした上で算定する。

第５　障がい者にやさしい住宅改良促進事業

１　目　的

  障がい者の居住環境を改善し、住み慣れた地域社会で自立して生活できるよう支援することにより、障がい者福祉の向上並びに家庭介護者の負担軽減を図ることを目的とする。
２  実施主体

    実施主体は、中核市を除く市町村とする。

３　事業内容

（１）対象世帯

ア 対象世帯は、次の（ア）及び（イ）のいずれの要件も満たすものとする。

   （ア）65歳未満の身体障がい者（身体障害者手帳１～６級所持者）であって、身体障害者手帳４～６級所持者については独居者又は常時介護する者がいない者。（以下「対象者」という。）のいる世帯

　 （イ）前年の所得税額の合算額が８万円以下の世帯

イ 市町村は、対象者の選定に当たっては、身体障がい者の身体状況、居住環境、家族との関係及びその他世帯の事情を総合的に考慮して決定するものとし、身体障害者手帳４～６級所持者については、市町村長が特に支援を必要と認めた者とする。

（２）対象経費等

ア 対象経費は、当該対象者の居室等の改良に要する経費とする。

イ 対象経費の限度額は、地域福祉総合助成金交付要綱（別表）に定める限度額とアに規定する対象経費と比較していずれか少ない額とする。

ウ アの経費のうち対象者の自己負担額は、イに規定する限度額の10分の１とし、1,000円未満の端数は切り上げるものとする。

４　留意事項

（１）当該対象者の居室等を改良する工事に次の各号に掲げる工事が含まれる場合は、これらの工事と明確に分けるものとする。

ア 介護保険法第45条第１項若しくは第５７条第１項の規定により厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修（平成11年３月31日付け厚生省告示第95号）に規定する住宅改修

イ 障害者総合支援法第77条第１項第６号の規定により厚生労働大臣が定める日常生活上の便宜を図るための用具（平成18年９月29日付け厚生労働省告示第529号）に規定する居宅生活補助用具の設置に伴う住宅改修

（２）改良する居室等は、当該対象者が常時使用する居室、浴室、便所その他知事が必要と認めるものとする。

（３）当該対象者又はその扶養義務者以外の者の所有する住宅等に居住する場合であっても、当該住宅等の所有者の承諾があるときは、この事業の対象として差し支えないものとする。

（４）改良規模は、住宅の一部を改良することにより当該対象者の利便が図られる程度のものとし、住宅の一般改築又は改造等に合わせて行われるような場合には、他の融資制度等を活用するよう配慮するものとする。

（５）対象世帯の前年の所得税額の合計額は、平成22年度税制改正における年少扶養親族に対する扶養控除及び特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分の廃止がなかったものとみなした上で算定する。

第６　災害時住民支え合いマップ作成促進事業

１  目  的

　　本事業は、災害時住民支え合いマップ（災害時要配慮者（災害が発生した場合における避難に当たって支援が必要な高齢者や障がい者等をいう。）とそれに対応する支援者の所在地を記載した地図をいう。以下「支え合いマップ」という。）の整備と活用を促進することにより、平時・災害時を問わず、地域住民が自身の暮らす地域において地域住民の助け合いにより、安心して生活できる地域社会づくりに資することを目的とする。

２  実施主体

実施主体は、中核市を除く市町村とする。ただし、市町村長は非営利で地域福祉活動を行っている市町村社会福祉協議会、社会福祉法人、特定非営利活動法人、自治会、ボランティア団体等（以下「団体等」という。）に委託により事業を実施することができる。

３  事業内容

（１）対象事業

　　ア　実施主体が行う次の事業

（ア）地域住民の意識啓発のための説明会等開催事業

　　（イ）支え合いマップの作成のための人材育成事業

　　（ウ）支え合いマップの新規作成と更新の事業

　　（エ）福祉避難所の整備を促進するための説明会等開催事業

（オ）その他支え合いマップの作成及び活用の促進に資する事業

　　イ　団体等が実施する上記（ア）から（オ）までに掲げる事業に補助金等を交付する事業

（２)対象経費

対象事業の実施に要する経費から、次の経費を控除した額とする。

　ア　特定財源（地方債、分担金、負担金及び寄付金、事業収入、その他収入）

イ　団体等の運営費、人件費及び施設の維持管理経費

ウ　食糧費

エ　その他知事が対象外と認める経費

４  実施上の留意事項

（１）実施主体は、事業の実施に当たり、市町村社会福祉協議会や地域の防災活動を行う自主防災組織、自治会、民生・児童委員、防災ネットワーク、防災士等の団体や個人、福祉関係団体等と連携を密にすること。

（２）支え合いマップの地域への普及に当たっては地域防災力の向上が必要であることから、地域住民の正しい防災知識の取得や地域全体での防災活動につながる取組となるよう配慮すること。

第７　障がい者が暮らしやすい社会づくり促進事業
１　目　的

　本事業は、「障がいのある人もない人も共に生きる長野県づくり条例（以下「条例」という）」第10条に規定する合理的配慮の実施を促進することにより、障がい者が地域で暮らしやすい社会づくりに資することを目的とする。
２　実施主体

　実施主体は、中核市を除く市町村とする。
３　事業内容

（１）対象事業者

　　　条例に規定する事業者

　　（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律第２条第７号の事業者で、県内に事務所又は事業所を有するもの）

（２）対象経費等

　　ア　対象経費は、上記（１）に規定する事業者が、条例の趣旨を踏まえ、次に掲げる社会的障壁の除去を行う物品の購入等に係る経費とする。

　　　・コミュニケーションツールの作成

（点字メニュー・、コミュニケーションボード、障がい者に配慮したチラシ等）

　　　・合理的配慮物品購入費

（筆談ボード、簡易スロープ、聴覚障がい者接客用タブレット　等）

　　イ　対象経費の限度額は、地域福祉総合助成金交付要綱（別表）に定める限度額とアに規定する対象経費と比較していずれか少ない額とする。
４　留意事項

（１）対象事業者は、障がい者への合理的配慮の提供を積極的に進めるものとする。

（２）市町村は、対象事業者に対して合理的配慮の提供を積極的に支援するものとする。

（別添１）








